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平成29年1月18日、19日

「徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例」に係る事業者向け説明会

徳島県 県民環境部 環境首都課

気候変動対策担当

新条例に係る各種計画書等の制度について
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新条例に基づく各種計画書等

３ 環境に配慮した自動車の運転等を推進する者の選任等（条例第38条）
・管理する自動車を使用する際に、エコドライブ推進員を選任し、温室効果ガス

排出抑制の取組を定めて届出

２ 建築物環境配慮計画書（条例第32条）
・建築物の新築、改築、増築の際に、温室効果ガスの排出抑制等、環境配慮に

関する事項を定めた計画書を提出

１－１ 温室効果ガスの排出削減計画書（条例第25条）
・事業活動に伴い、温室効果ガスの排出抑制のための措置及び目標を定めた

計画書を提出

１－２ 実施状況報告書（条例第26条）
・事業活動に伴い、前年度に排出した温室効果ガスの排出量、計画書に基づく

措置の実施状況を報告
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新条例等の変更点

１－１ 温室効果ガスの排出削減計画書（条例第25条、第27条）（規則第8条、第9条）

－中小排出事業者

・提出書

・温室効果ガス排出量内訳書

・温室効果ガスの排出抑制等のための重点対策

チェックリスト（計画書用）（任意）

・提出書

・温室効果ガス排出量内訳書
特定事業者

添 付

書 類

同意があった場合は公表－中小排出事業者

公表公表特定事業者
公 表

中小排出事業者

目標削減率「1％／年以上」（任意）

※総排出量、原単位ベースどちらでも可
任意

特定事業者
目 標

規模に関わらず提出（任意）特定事業者に該当する場合のみ提出※県・市町村

中小排出事業者

中小排出事業者

特定事業者

特定事業者

任意任意

上記未満上記未満

義務

・前年度のエネルギー使用量が原油換算で

1,500kl以上の事業者

・運送事業者（トラック・バス・自家用貨物

自動車：100台以上、タクシー：150台以上）

新条例
（徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例）

旧条例
（徳島県地球温暖化対策推進条例）

義務

提 出

・前年度のエネルギー使用量が原油換算で

1,500kl以上の事業者

・運送事業者（トラック・バス・自家用貨物

自動車：100台以上、タクシー：150台以上）

対象者

※変更箇所は赤字部分
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新条例等の変更点

１－１ 温室効果ガスの排出削減計画書（規則第8条、第9条）

各年度毎の

記載に変更

旧 新

※新規項目

※変更項目
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新条例等の変更点

１－１ 温室効果ガスの排出削減計画書（規則第8条、第9条）

※

※

※追加項目

※新規項目

※新規項目

旧 新
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新条例等の変更点

１－１ 提出書（規則第8条、第9条、第11条）

※変更

※新規項目（中小排出事業者のみ記入）

新旧
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新条例等の変更点

１－２ 実施状況等報告書（条例第26条、第27条）（規則第11条）

－

同意があった場合は公表－中小排出事業者

公表公表特定事業者
公 表

中小排出事業者

・提出書

・温室効果ガス排出量内訳書

・温室効果ガスの排出抑制等のための重点対策

チェックリスト（報告書用）（任意）

・提出書

・温室効果ガス排出量内訳書
特定事業者

添 付

書 類

規模に関わらず提出（任意）特定事業者に該当する場合のみ提出※県・市町村

中小排出事業者

中小排出事業者

特定事業者

特定事業者

任意－

上記未満（新たに対象）－ （計画書のみ対象、報告書は対象外）

義務

・前年度のエネルギー使用量が原油換算で

1,500kl以上の事業者

・運送事業者（トラック・バス・自家用貨物

自動車：100台以上、タクシー：150台以上）

新条例
（徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例）

旧条例
（徳島県地球温暖化対策推進条例）

義務

提 出

・前年度のエネルギー使用量が原油換算で

1,500kl以上の事業者

・運送事業者（トラック・バス・自家用貨物

自動車：100台以上、タクシー：150台以上）
対象者

※変更箇所は赤字部分
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新条例等の変更点

１－２ 実施状況等報告書（規則第11条）

※

※

※追加項目

旧 新

※変更項目
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新条例等の変更点

１－２ 実施状況等報告書（規則第11条）

※新規項目

※新規項目

※新規項目

旧 新
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新条例等の変更点

２ 建築物環境配慮計画書（条例第32条）（規則第16条、第17条、第19条）

－

規則で定める

規模未満

同意があった場合は公表－

規則で定める

規模以上
公 表

規則で定める

規模未満

環境エネルギー性能評価指標の評価書
・CASBEE新築（非住宅用）、戸建（戸建住宅用）

・一次エネルギー消費算定プログラム

（住宅用）（建築物用）（モデル建築物法）

「建物の環境評価」または「CASBEE－新築（簡易
版）（または、これに類するもの。）」

規則で定める

規模以上添 付

書 類

規則で定める

規模未満

規則で定める

規模未満

規則で定める

規模以上

規則で定める

規模以上

任意－

上記未満（新たに対象）－

義務

・新築：床面積2,000㎡以上

・増改築：増改築に係る床面積2,000㎡以上

新条例
（徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例）

旧条例
（徳島県地球温暖化対策推進条例）

義務

提 出

・新築：床面積2,000㎡以上

・増改築：増改築に係る床面積2,000㎡以上
対象者

※変更箇所は赤字部分
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新条例等の変更点

２ 建築物環境配慮計画書（規則第16条）

※変更

旧 新
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新条例等の変更点

２ 建築物環境配慮計画書（規則第16条）

※変更項目

※新規項目

旧 新
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新条例等の変更点

２ 建築物環境配慮計画変更届出書（規則第1７条）

※変更

※新規項目

旧 新
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新条例等の変更点

２ 工事完了届出書（規則第19条）

新旧
※新規様式



15

新条例等の変更点

３ 環境に配慮した自動車の運転等を推進する者の選任等（条例第38条）（規則第21条）

規則で定める

規模未満

同意があった場合は公表－

規則で定める

規模以上
公 表

規則で定める

規模未満

規則で定める

規模未満

規則で定める

規模以上

規則で定める

規模以上

任意－

上記未満（新たに対象）－

義務

管理する自動車が50台以上

新条例
（徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例）

旧条例
（徳島県地球温暖化対策推進条例）

義務

提 出

管理する自動車が50台以上

対象者

※変更箇所は赤字部分
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新条例等の変更点

３ 環境に配慮した自動車の運転等を推進する者の選任等（規則第21条）

旧 新

※変更

※新規項目

※新規項目

※新規項目
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提出物一覧

「温室効果ガスの排出削減計画書」「実施状況等報告書」

備考

※排出内訳書

基準年度及び

報告年度分を

添付

※排出内訳書

基準年度及び

変更後の目標

年度分を添付

※排出内訳書

基準年度及び

目標年度分を

添付

報告に係る

年度の

翌年度の

７月末日

まで

変更後

速やかに

計画期間

初年度の

７月末日

まで

提出時期区分

変更

報告

計画

同上

（１）提出書（規則様式第２号）

（２）温室効果ガスの排出削減計画書（規則様式第１号）（変更後）

（３）温室効果ガス排出量内訳書（指針）（変更後）

（４）温室効果ガスの排出抑制等のための重点対策チェックリスト（計画書用）

（指針）（変更後）（任意）

県民環境部

環境首都課

県民環境部

環境首都課

提出先提出書類名称

（１）提出書（規則様式第２号）

（２）実施状況等報告書（規則様式第３号）

（３）温室効果ガス排出量内訳書（指針）

（４）温室効果ガスの排出抑制等のための重点対策チェックリスト（報告書用）

（指針）（任意）

１－２

実施状況等報告書

（１）提出書（規則様式第２号）

（２）温室効果ガスの排出削減計画書（規則様式第１号）

（３）温室効果ガス排出量内訳書（指針）

（４）温室効果ガスの排出抑制等のための重点対策チェックリスト（計画書用）

（指針）（任意）１－１

温室効果ガスの排出

削減計画書

※旧徳島県地球温暖化対策推進条例の規定により「地球温暖化対策計画書」を提出している場合は、
当該計画書を新条例における「温室効果ガスの排出削減計画書」とみなします。
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提出物一覧

「建築物環境配慮計画書」「環境に配慮した自動車の運転等を推進する者の選任等」

※変更があった

場合も同様

備考

同上
計画書に

準ずる

（１）建築物環境配慮計画変更届出書（規則様式第５号）

（２）添付書類は計画書に準ずる
変更

同上

選任後

速やかに

工事完了後

１５日以内

工事着手

予定日の

２１日前

まで

提出時期区分

（１）工事完了届出書（規則様式第６号）

（２）委任状（必要な場合）

県民環境部

環境首都課
（１）選任届出書（規則様式第７号）届出

１－４

環境に配慮した自動車

の運転等を推進する者

の選任等

完了

建築物の所在地を

所管する総合県民局

又は東部県土整備局

ただし、

徳島市内の建築物は

県民環境部

環境首都課

（１）建築物環境配慮計画書（規則様式第４号）

（２）建築物の環境性能に関する評価結果

次に掲げる環境エネルギー性能評価指標の評価書又はこれに類するもの

ア ＣＡＳＢＥＥ新築（非住宅用）

イ ＣＡＳＢＥＥ戸建（戸建住宅用）

ウ 一次エネルギー消費算定プログラム（住宅用）

エ 一次エネルギー消費算定プログラム（建築物用）

オ 一次エネルギー消費算定プログラム（モデル建築物法）

（３）図面

（４）委任状（必要な場合）

計画

１－３

建築物環境配慮計画書

提出先提出書類名称

※旧徳島県地球温暖化対策推進条例の規定により「建築物地球温暖化対策計画書」または「選任届出書」を提出している場合は、
当該計画書をそれぞれ、新条例における 「建築物環境配慮計画書」または「選任届出書」とみなします。
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☆ 詳しくは、徳島県ホームページをご覧ください。

「徳島県脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例及び関連規定」

http://www.pref.tokushima.jp/kankyo/ondanka/

＜お問い合わせ＞
徳島県 県民環境部 環境首都課
気候変動対策担当
住 所：〒770-8570 徳島市万代町１丁目１番地
電 話：088-621-2253
ﾌｧｸｼﾐﾘ：088-621-2845
ﾒ ｰ ﾙ：kankyousyutoka@pref.tokushima.jp


